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	日本のサービス


近藤祐司、飯原克也、石川朋武、長浜百合子、牧野敬一郎

	サービス業は経済が発展するに従い、重要な役割となってきている。ここでは生産者サービス、個人サービス、社会サービス、分配サービスに分類して考察する。尚、公共サービスについては戦略上、考慮する条件が民間と相当程度異なるので、考察対象から除外する。結論をいえば、日本のサービス市場の特徴は、①規制が多い、②サービスそのものの質は高いが、市場の整備は遅れている、③市場は規模が小さく飽和状態、④新規参入が困難である。

【銀行業】
金融ビッグバン以降、銀行業には変化が見られる。大企業の銀行離れにより、個人との取引が重視される中で、個人も法人向けも、ともに新しいサービスを導入しているが、外国に比べ、遅れているものが多い。金融ビッグバンは、国際化を進めたため、海外進出も一時増加したが、今では縮小傾向にある。また、メインバンク制に変化はないものの、日本の銀行がとっていた分業形式は、より形式的なものになった。
【ホテル業】
バブル前は法人中心だった顧客は、バブル後個人向けサービスに移りつつある。日本には潜在的需要があるため、これからのホテルの需要が見込まれる。需要側として外国人顧客のとりこみをするなど、成果をあげつつある。また外資は日本に参入してきているのに対し、日本のホテル業は進出が少なく遅れている。

【ヘルスケア】
　　ヘルスケア業界は個人向けサービスの色の強い分野であり、市場の特性などに大きく影響を受ける。現時点で提供されているサービスに関しては諸外国と比べて質が高いと考えられるが、諸々の規制や法制度の問題から未開拓の部分が多く、それらの整備によって市場全体の拡大が期待される。

バブル前は法人中心だった顧客は、バブル後個人向けサービスに移りつつある。日本には潜在的需要があるため、これからのホテルの需要が見込まれる。需要側として外国人顧客のとりこみをするなど、成果をあげつつある。また外資は日本に参入してきているのに対し、日本のホテル業は進出が少なく遅れている。
【物流業】
日本の物流業界は過去１０以上に及んだ景気低迷の影響を受けて市場規模自体が縮小傾向にあるといえる。一言に物流といっても大きく宅配事業と３ＰＬ事業に分けることができ、宅配事業におけるシェアを見ると、国内宅配会社は３６社あるが、ヤマト・佐川・日本通運のトップ３社で８０％以上を占め、典型的な寡占状態といえる。日本における３ＰＬ事業は、今後拡大していくだろうという見解ではあるが、現状においては米国と比べると未成熟であり、その活動範囲は部分的なものに止まっている。一方でサービスの遅れを指摘されているものの、これらの状況を見る限り現段階で日本国内での新たな顧客獲得は難しく、業界全体としては、物流サービスの質が低く大きな市場を要する中国を次なるターゲットにしている。



―業界研究―
(1) 生産者サービス　　case ― 銀行業界

近年、大企業の顧客が間接金融から直接金融にシフトしている。同時に、金融自由化によって利鞘が縮小した。
こうして、ホールセール・バンキング（大企業との取引）の収益性が落ちたため、銀行は、リテール・バンキング（個人や中小企業との取引）に力を入れている。プライベート・バンキング、インターネットバンキングなどはその例である。ホールセール・バンキングの面でも、投資銀行を拡充している。

しかし、プライベート・バンキング、投資銀行は、どちらも日本に導入されたのが遅く、諸外国に比べて、遅れが目立っている。プライベート・バンキングは、専門家の養成、業務のシステム化などで、投資銀行は、情報収集力、販売能力、データ・システム、通信網などでおくれを取っている。
　銀行に関しては、サービスの質の高さよりも、新事業の遅れを指摘する声が大きい。他のサービス産業に比べて、日本の質の高さを示せない分野だと言える。

規制緩和の方向性

　規制緩和以前は、旧銀行法によって、新規参入が困難で、業務も制限されており、金利にも上限があった。こうした規制のもとで、銀行のサービスが同質化されていた状態は、「横並び」と言われた。しかし、バブル崩壊後の、金融ビッグバンと呼ばれる大幅な規制緩和により、銀行の業務は多様化した。投資銀行も、そうした中で導入された。また、海外進出に関する規制も緩和され、グローバル化の流れを促進した。
海外進出状況
　貯蓄が国内投資を上回っているため、余剰資金を海外で運用せざるを得ないこと、海外進出する顧客企業のニーズに応えること、世界的なグローバル化の流れ、などが海外進出の動機である。しかし、海外部門は収益性が低く、最近では、アジアも含め縮小傾向にある。大手銀行の中で、みずほだけが、欧米などで外国銀行との提携を行っているのは、こうした状況に対応するためだと考えられる。
日本の銀行の特徴
　戦後のＧＨＱの方針によって短期金融、長期金融、証券業、信託業務の分野によって、分業主義が取られていた。しかし、証券のノウハウを持っていたのはむしろ銀行の方であったため、銀行業と証券業の分離は、企業と銀行の株式の持ち合いの原因となった。これが、メインバンクシステムの土壌である。また、短期金融に特化していたのが商業銀行であったが、商業銀行は他の分野でも大きなシェアを占めていた。つまり、この分業は曖昧なもので、９０年代後半には、分業は形式化した。
長浜百合子・牧野敬一郎
(2) 個人サービス  case ― ホテル業界

市場の状況について

日本のホテル業界はバブル経済期には、国内のあらゆる土地開発でホテルが建設されていったがバブル崩壊後は景気の悪化などで成長は鈍化していった。しかし、近年になり、不良債権問題が進み、金融不安から脱却し、成長の方向にある。２００３年度のホテル市場は１兆円におよび、ホテルの軒数、客室数ともに増加傾向にある。それでも客室数ではニューヨークの１０分の１、パリ・ロンドンの３分の１と少なく、今後需要の余地があるといえる。また近年では外資のホテルの参入が目立ってきている。外資は日本企業と提携して進出する形をとっている。

顧客市場について

バブル前は法人客、団体客中心であった顧客市場もバブル後は法人客、団体客の減少により個人客喚起へと向かっている。「宿泊プラン」など、単価を下げてでも稼働率を上げるため様々なサービスがなされ始めている。また近年のグローバル化にともない、金融・情報業界よりビジネス客の訪日が増え、契約をすすめている。外国人ビジネス客は高単価かつ安定的で魅力的といえる。また政府としてもビジットジャパンキャンペーンというのを行い、訪日外国人を１０００万人の倍増を目指し、成果をあげつつある。

規制について

ホテルの開業には様々な法規制がある。ホテルがさまざまな都市機能を有しているからである。旅館業法、食品衛生法など２０ほどの法律が関わってきて複雑といえる。

海外進出状況

外資のホテルは日本に積極的に参入してきているが、日本のホテル業の海外進出は少ない。米・仏・英は１００以上ものホテルを海外進出させているところもあり、世界的にみて多く海外進出している。一方、日本はホテルニッコー、パンパシフィックホテル、ＡＮＡホテルなどが進出しているものの、中国、アメリカなど限られた地域で、数もホテルニッコーの２０前後がトップで限定的といえる。

日本ホテル業の特徴

アメリカなどに比べて料飲、宴会、法人の需要が多い。ホテルを結婚式場、接待の場、レストランとして使用される場合が多いからである。特にバブル前はその傾向が強かったが、利益率の低い料飲業から利益率の高い客室業に力を入れ始めている。室料、料飲、その他に区分するとおよそ３分の１ずつの売上高となっている。
　また旅行利用では旅行代理店を介して利用されることが多い。旅行代理店のネットワーク、営業が利用できるメリットがある一方、マージンによる利益減少、販売ノウハウの不足に陥るなどのデメリットもある。
飯原克也
(3) 社会サービス   case ― ヘルスケア(医療・介護)業界

市場の状況

日本のヘルスケア制度は医療保険と介護保険から成り、そのいずれもが国民皆保険であり、医療機関や介護サービス事業者を国民が自由に選択することができるフリーアクセス制度が存在している。日本の平均寿命が諸外国に比べて長い一方で、医療費支出がGDPに占める割合は世界水準から見ても低く抑えられており、既存のサービスの質は高いと考えられる。しかし、その質の高さとは裏腹に、医療分野は医師法や医療法、介護分野は介護保険法や社会福祉法に基づいて行われており、医療と介護・福祉の一連の体系的なサービス基盤が築かれていないことから市場の整備は遅れているとも考えられる。

規制およびその緩和

緩和の方向に向かってはいるものの、規制によりがちがちに固められており、市場の整備の遅れや、市場の拡大の阻害を助長している。具体的には、営利組織が病院・診療所・老人保健施設・在宅医療サービス等の分野に参入できないようになっているといった経営主体に対する規制（欧米諸国では参入が認められており多様な経営主体がヘルスケア事業に参入している）や、利用者を虚偽広告や誇大広告から守るための広告規制が設けられている。介護サービスは広告が自由であるが利用者が入手できる情報の多くは、事業者の名称や連絡先といった表面的な情報にとどまっている。このことは、利用者にはとって不利益であるとともに、事業者にとってもサービスの向上や料金の低下を図っても、すれについて利用者に伝えるすべをもたないことから、企業努力へのインセンティブが働かないといった不利益が生じて来る（欧米諸国の多くでは広告規制は存在しない）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
海外進出状況

日本企業の海外進出はほぼなされておらず、日本のヘルスケアと欧米諸国のヘルスケアのシステムとの間に違いがあることがその要因のひとつであると考えられる。前述した通り、日本は医療分野と介護分野がそれぞれの法制度によって規制されているがために、日本のヘルスケア組織が一体化した連続的なヘルスケアを担うといった体制を有していない（欧米諸国では医療と介護は区別されることなく提供され、法律面から見ても、民間企業の参入を認めている。また、医療と介護は一体のものとして捉えられており、一貫したサービスが提供されている）のである

市場の特徴

介護サービスなどは対人サービスであり、ケアという行為自体が言葉・文化・習慣に対する深い理解をもっている必要がある

⇒介護分野では資格取得に際して国籍は不問であり、人件費を抑える意味でも海外からの人材を活用することも考えられるが、実際はほとんどなされていない。

今後の展望

今のところ法制度の不備や規制の存在により、前述した通り市場は整っているとは言えず、また未開拓な分野が多いと考えられる今後はこのような問題点が解消されれば、さらに広範なサービスが提供される（利用者の選択の幅が増える・経営側に経営努力に対するインセンティブが働きいっそう質が向上するなど）。
近藤祐司
(4) 分配サービス  case ―物流業界
物流業界の特徴

物流の業界団体である日本ロジステックシステム協会の推定によれば、日本の物流関係コストは01年度で42.3兆円、ＧＤＰの8.4％に当たる。
これは、マクロ経済面から輸送コスト、保管コスト、管理コストをそれぞれ推計して合計したものである。これが概ね日本の物流市場の規模と言える。
日本の物流業界は、過去10年以上に及んだ景気低迷の影響を受けてコスト削減の風潮にあり、市場規模自体が縮小傾向にあるとみられる。

国内貨物輸送量をトン数ベースでみると、91年をピークに02年まで年平均0.8％減少した。
業界各社のシェアを見ると、国内に宅配便業者は36社あるが、ヤマト運輸（商標名「クロネコ宅急便」）と佐川急便（同「飛脚便」）の２社で68.3％、日本通運（同「ペリカン便」）まで入れた３社で82.4％と典型的な寡占状態である。

日本企業の3PL部門の現状

日本での３ＰＬの具体的な業務としては、大規模なもので、大手流通グループの流通センターの包括的な受託管理をはじめ、物流情報管理、在庫管理、発受注管理、流通加工（検針、値札付、梱包等）、工場構内物流、宅配便の派生サービスなど内容は多岐に渡る。
また90年代の終わりから、同一地域内の共同輸送、異業種間あるいは最近では同業の競他社同士の製品や中間財の共同輸送などが急増して脚光を浴びている。
米国に比べ日本の3ＰＬ事業は部分的

日本における３ＰＬの市場規模は定かではない。３ＰＬ発祥の地とされる米国では、物流業界全体の受注額のうち60－70％が３ＰＬによるという説があるが、日本の場合は10％程度とも言われている。ただし、どのような企業や業務が３ＰＬの範疇に入るのか、線引きが明確ではない。さらに、後述するように３ＰＬの専業会社は極めて少ないこともあり、定性的に日本の３ＰＬを眺めた場合でも、米国の物流業界の現状と比較すると、３ＰＬの活動は部分的なものに止まっている。
米国と比較して未成熟で制約も多い日本の３ＰＬであるが、市場そのものは拡大しているとみられる。上場企業の３ＰＬ事業関連売上のデータを見ると、03年９月期にヤマト運輸（ロジステック部門）の増収率58％を筆頭に、日立物流（システム物流部門）の27％がこれに続く。
３ＰＬ増加の主要因は景気の低迷

３ＰＬが伸びている背景は10年以上に渡る長期化した景気の低迷である。具体的な理由としては３つ挙げられよう。日本企業は、①一層の物流コスト削減を迫られたうえに、②コア部門ではない物流部門に企業資源（ヒト、モノ、カネ）を割けなくなった。とくにサプライ・チェーン・マネージメント（ＳＣＭ）などに対応する物流専門家を自社で抱えることが困難になった。③人材や部署ごとの「アウトソーシング」と同様、倉庫や物流施設のアウトソーシングが、最も早い場合は80年代の終盤ころから始まったとみられる。
日本における３ＰＬ事業は収益機会あり

物流業者は、①景気の低迷、②荷主のコスト削減要求などによる市場の縮小傾向と③貨物の小口化による収益悪化に苦しんできた。取扱量と価格の上昇に頼ってきた物流業界にとって、物流費用の削減を提案すると収益が拡大する機会が得られる３ＰＬは、発想の転換そのものである。景気回復が遅れるなかで、長期的な収益成長の源泉となる。コスト上昇要因となってきた貨物の小口化に対しても、消費財を中心に在庫やリードタイムの圧縮を含めた提案をすることによって、さらに大きな収益機会となりうる。
海外進出状況

（中国）

日本の物流市場ではコスト削減が基本にある以上、宅配便、３ＰＬの分野だけでは市場全体の大きな伸びは期待しにくい。これらの分野以外で日本の物流業界が成長する余地は、中国市場への進出にある。中国市場では、物流サービスの質が低い。現地業者を通した場合、商品の扱いが日本の荷主独特の細かい要求に応えられないだけでなく、保税倉庫や関税の複雑な仕組みに対応せず、商品の破損や紛失なども頻繁にある。したがって、中国と日本との経済的な関係がより緊密になり、日本企業の中国進出が加速するほど、中国に進出した「日本品質を保証できる」日本の物流企業にとって収益機会が拡大する。後述するように、ライセンス取得や現地でのネットワーク構築など、参入障壁は決して低くはない。しかし、３ＰＬのノウハウはほぼそのまま中国市場で適用でき、既存の資産に必ずしも縛られることがないため、日本の物流企業にとって付加価値が高い商品を展開してゆくことができる。
石川朋武
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